
 

 

 

 

 

徳島市一般廃棄物処理基本計画 

（ごみ処理基本計画・生活排水処理基本計画） 

（案） 

【概要版】 
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計画改定の趣旨 

近年、環境負荷からの脱却に向けた循環型社会への転換が求められるようになっています。廃棄物に関

しては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律をはじめとする各種廃棄物関係法令が整備され、廃棄物の

リデュース（排出抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の推進が求められています。 

徳島市（以下、「本市」という。）では、平成 29 年 6 月に徳島市一般廃棄物処理基本計画（以下、

本計画）を策定し、市民・事業者・行政の連携のもと、一般廃棄物の発生・排出抑制、再資源化等に取り

組んでいます。 

こうした状況の中、当該計画策定から約 5 年が経過し、廃棄物を取り巻く社会情勢や市民の意識等の

変化をふまえて、ごみ及びし尿等の適正処理に加えて持続可能な社会の実現に向けた取組みについて検

討する必要が生じてきています。 

以上より、本市における一般廃棄物に係る収集・運搬計画、中間処理等計画及び最終処分計画等を検討

し、廃棄物事業の指標となる「一般廃棄物処理基本計画」を改定します。 

 

計画の期間・目標年度 

【計画の期間】 

平成29年度から令和13年度までの15年間 

【目標年度】 

中間目標年度 ： 令和 3 年度（平成29年度から5年後） 

令和 ８ 年度（平成29年度から10年後） 

目標年度   ： 令和13年度（平成29年度から15年後） 

 

計画対象範囲 

本計画の計画対象範囲は、

廃棄物のうち「一般廃棄物」

を対象とします。（右の図の

灰色部分） 
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ごみ処理基本計画 

ごみ処理の流れ 

 
焼却灰・
焼却飛灰

直接資源化

可燃残渣
不燃残渣

資源物

資源化

埋立

焼却以外の
中間処理施設

焼却

《家庭系ごみ》

《事業系ごみ》

燃やせるごみ
燃やせないごみ

粗大ごみ
古紙類

缶・びん・ペットボトル
プラスチック製容器包装

有害ごみ

可燃系

不燃系

資源ごみ拠点回収

資源ごみ回収運動

 

家庭系ごみは平成30

年度以降増加傾向で

したが、令和３年度は

減少しました。 

家庭系ごみ排出量 

事業系ごみは、可燃

系、不燃系いずれも減

少傾向です。 

 

 

 

 

 

 

事業系ごみ排出量 

資源物回収運動 

 
資源物拠点回収 

 

31,204 31,322 30,866 30,182 26,853 27,124 

3,524 3,516 3,849 4,024 
3,179 2,841 

34,728 34,838 34,715 34,206 
30,032 29,965 
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焼却残渣  
分別頑張ったんやけど、燃やすしかないごみ 
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ごみの減量化・再資源化の現状 

家庭及び事業所におけるごみの減量・再資源化を推進するため、以下の取組みを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●密閉式生ごみ処理容器交付及び講習会支援 

●ぼかしづくり団体支援 

●電気式生ごみ処理機購入補助 

●生ごみ処理容器（キエーロ）購入補助 

 

●資源物回収運動 

●資源物拠点回収 

●徳島市エコステーション 

●食品トレイ回収事業（食品トレイの拠点回収） 

●その他の回収事業 

 

●「ちりも積もれば・・・ごみ減量徳島市民大作戦」 

●市のマスコットキャラクター「ごみゼロん！」の活用 

●その他の取組み 

減 量 に 
係る内容 

総資源化量は平成28

年度から令和2年度ま

で減少していました

が、令和3年度のリサ

イクル率は13.9%と

上昇しました。 

 

 

 

 

 

資源化の実績 

資源化に 
係る内容 

啓発 

14,193 14,082 14,023 
12,788 12,604 12,827 
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ごみ処理に係る課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

本市のごみ排出量は、全国平均及び徳島県平均を上回っています。 

したがって、現在の施策に加え、環境教育やごみに係る啓発の充実・拡大を図り、家庭系ご

み排出量を削減するとともに、事業系ごみの排出抑制につながる啓発・指導を強化していく必

要があります。 

 

 

本市のリサイクル率は、国の基本方針の目標値を達成していません。このため、リサイクル

率の向上につながる資源物の排出機会の拡大等の取組みを進めていく必要があります。 

 

 

リサイクル率の向上を図るため、分別方法の見直しに係る検討を進めていく必要があります。

また、ふれあい収集については今後も利用者の増加が見込まれることから、適切なサービスの

維持について検討する必要があります。 

 

 

現在の中間処理施設の老朽化が進んでいるため、新たな焼却施設の早急な整備が必要となっ

ています。 

 

 

最終処分量は、近年ゆるやかな減少傾向となっているものの、本市は不燃残渣の最終処分量

が多くなっており、国の基本方針の目標値は達成していません。 

したがって、ごみの発生・排出抑制及びリサイクルの推進を図ることで最終処分量を削減す

る必要があります。 

発生・排出抑制 1 

中間処理 4 

最終処分 5 

再資源化 2 

収集・運搬 3 
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ごみ処理に係る数値目標 

 

ごみ処理に係る指標は、国の基本方針等及び

現行計画の指標に基づき3項目とします。 

 

 

 

  

※将来推計：現状の施策を今まで通り行った場合の推計結果 
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30.0％ 

13.3％ 
16.1% 

リサイクル率 
約 17％UP 

令和13年度 令和 2年度実績 令和 8年度 

中間目標年度 目標年度 

17,807 トン 

13,446 トン 

最終処分量 
80%以上削減 

3,527 トン 

平成27年度実績 令和 13年度 令和 8年度 

中間目標年度 目標年度 

 

令和 13年度までに・・・ 

830ｇ以下とします。 

1 人 1日あたりのごみ排出量 

 

令和 13年度までに・・・ 

30％以上とします。 

リサイクル率 
 

令和 13年度までに・・・ 

平成 27年度比の 

80％以上の削減とします。 

最終処分量 
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基本方針 

ごみ減量目標達成のため、市民・事業者・行政は、積極的にそれぞれの立場と相互の連携により、ごみ

の減量化や再資源化に取り組んでいく必要があります。 

 

 

ごみの減量化を図るには、一人ひとりの日常生活における取組みや事業活動における工夫が重要

です。また、効果的かつ円滑に推進するには、ごみの減量化を常に意識しつつ、市民・事業者・行

政が協働して、様々な施策に取り組むことも必要です。市民や事業者のごみの減量化に対する意識

の向上を図るため、幅広く環境教育や啓発活動を行い、ごみの発生・排出抑制に対する意識を高め

ていく活動を行います。 

 

 

循環型社会の形成を推進するには、容易に再資源化が可能なごみを排出しやすい環境整備が不可

欠であるため、収集体制の整備や排出機会の拡大などに取り組みます。 

行政の取組みに関する周知広報を行うとともに、国や事業者の取組みについても紹介するなど、

積極的な情報発信を行います。 

 

を効果的・総合的に推進するために、以下の施策について重点的に取り組みます。 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

再資源化の推進 目標 2 

重点施策（1） 家庭系ごみ・事業系ごみにおける発生・排出抑制 

重点施策（2） 家庭系ごみにおける資源物の分別の徹底 

重点施策（3） 食品ロスの削減及び「生ごみ」の減量化 

重点施策（4） 事業系ごみにおける「紙類等」の再資源化の推進 

重点施策（5） 資源回収ルートの整備・充実 

重点施策（6） 家庭系ごみにおける有料化の検討 

重点施策（7） 市民や事業者のごみの減量・再資源化に対する意識の向上 

 

目標 1 

 

目標 2 

 

ごみの発生・排出抑制の推進 目標 1 
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ごみの減量化・再資源化に係る取組み 

2R（リデュース・リユース）を推進するためには、商品の購入段階や家庭における減量化が重要にな

ります。また、資源化に関しては、市民の利便性の向上が重要となることから、現行計画において実施し

ている施策に加え新たな施策を行うものとします。 

 

基本方針 基本施策 
取組 

番号 
主な取組内容 

発生・排

出抑制の

推進 

ごみの減量化に向

けたわかりやすい

情報の発信 

1 使い捨て製品の使用抑制、詰替え製品の利用の推進 

2 マイバッグ持参や簡易包装の推進 

3 生ごみの減量化の推進 

4 
事業系ごみの減量化に向けた情報発信・制度化・適正処

理の監視 

5 店頭回収設置店の紹介 

6 2Rに向けた取組み 

ごみの減量化に向

けた意識の向上 

7 展開検査の実施 

8 環境教育・環境学習の充実 

9 事業系ごみ処理手数料の検討 

10 多量排出事業者への指導強化 

11 家庭系ごみの有料化の検討 

再資源化 

の推進 

再資源化に向けた 

わかりやすい情報

の発信 

12 分別の徹底 

13 分別方式の見直しに係る検討 

再資源化に向けた

意識の向上 

14 新たな情報発信ツールの活用 

15 
ごみ減量化・リサイクルの取組みへの表彰制度などの

検討 

再資源化に向けた

仕組みづくり 

16 紙ごみ減量・再資源化策 

17 資源物回収運動の推進 

18 徳島市エコステーション等の拠点回収事業の拡充 

19 オフィス町内会等を活用した事業系ごみ資源化の推進 

20 小型家電リサイクルの推進 

21 製品プラスチックリサイクルの推進 
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収集・運搬計画、中間処理計画、最終処分計画 

 

 

 

  家庭ごみは徳島市の直営又は委託により収集し、事業系ごみは、民間業者（許可業者）に委託又は事

業者自ら行うものとします。 

また、収集方式は現状を基本とし、適宜見直しを検討していくものとします。 

  なお、ごみを出すことが困難な高齢者世帯等に対するサービスとして実施しているふれあい収集につ

いては、今後も利用者の増加が見込まれることから、適切なサービスの維持について検討していきます。 

 

 

今後も長期にわたって安定的に分別頑張ったんやけど、燃やすしかないごみ等の処理を行うため、

新たなごみ処理施設の整備を推進します。 

ア 新たなごみ焼却施設の整備 

排ガス処理において最新の高度処理技術を採用するほか、熱回収施設の導入などを推進し、ごみ

の焼却に伴う余熱利用を行うことにより、環境に配慮した施設の整備を目指します。 

イ リサイクルセンターの整備 

新たなごみ焼却施設の整備とあわせ、資源物の分別・回収処理を行うとともに、市民に対して、

リサイクルに関する啓発活動を行い、理解を深めるための新たな拠点となるリサイクルセンターの

設置を進めます。 

ウ スケジュール 

新たなごみ焼却施設の整備については、環境影響評価、施設の設計、施工を進め、令和12年度

の完成を目指します。 

 

 

現在、本市においては、最終処分場を保有しておらず、東部環境事業所及び西部環境事業所で発生

する焼却残渣は、一般財団法人徳島県環境整備公社に引き続き埋立処分を委託します。 

また、焼却残渣の資源化を推進し、最終処分量を可能な範囲で減らすよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

収集・運搬計画 1 

中間処理計画 2 

最終処分計画 3 
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生活排水処理基本計画 

 

処理形態別人口は約

30％が公共下水道処

理人口となっていま

す。汚水処理人口普及

率は近年増加傾向と

なっており、令和2年

度において 81.7%程

度となっています。 

 

生活排水の 

処理形態別人口 

 

し尿は減少傾向です。

一方、浄化槽汚泥は増

加傾向です。自家処理

量は横ばいで推移し

ています。 

 

 

し尿等の排出量 

合併処理浄化槽人口

は増加傾向、単独処理

浄化槽人口及び計画

収集人口は減少傾向、

自家処理人口は横ば

いで推移すると見込

まれます。 

 

 

 

将来予測の結果 
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基本理念 

生活排水による水質汚濁を防止するために、以下のとおり生活排水処理に係る基本理念を定めます。 

 

 

 

 

基本方針 

本市の生活排水処理の現状をふまえ、生活排水処理の基本方針を以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活排水を適切に処理する公共下水道の管渠や各施設の整備を進めていくほか、既存の施設は、耐

災性や被災時の早期復旧を考慮しながら、改築を進めます。 

 

 

下水道処理区域外では合併処理浄化槽の普及を進めるほか、浄化槽の能力維持のため適正な使用や

維持管理を促進します。 

 

 

市民が家庭において自主的に生活排水対策に取り組むよう普及啓発を通じて誘導していくほか、徳

島市生活排水浄化実践推進員などとの連携強化を図っていきます。 

 

 

市民一人ひとりが水環境について正しく理解し行動できるよう調査や情報収集をするとともに、多

様な手段による情報発信や環境学習の機会の提供などにより、市民が学ぶことができる環境を充実し

ていきます。 

生活排水浄化実践推進員との協働などに

より、市民と連携を図りながら水質汚濁防

止の啓発に努めます。 

2 公共下水道事業計画区域においては、効率的

な管渠の整備・維持管理などを行うとともに、

事業計画区域外においては、合併処理浄化槽の

設置・転換を促進します。 

1 

公共下水道の効率的な整備 1 

合併処理浄化槽の普及促進 
 

2 

生活排水対策の普及啓発と活動への支援 
 

3 

 

評価をふまえて概ね５年毎、または計画策

定の諸条件に大きな変動があった場合には

見直しを実施します。 

必要に応じて、基本計画及
び実施計画の見直し(Act) 

年度ごとの改善策その他の施策を定めま

す。 

区域内の一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じ

ないうちに収集・運搬し、処分を実施します。 

一般廃棄物処理計画 
の策定・改定(Plan) 

処理計画に基づく 
施策の実施(Do) 

一般廃棄物処理システムの改善・進捗の評価の指標

としてごみ処理に係る数値目標及び基本方針を用い

ます。毎年、指標等を客観的かつ定量的に点検・評

価し、評価結果を広く確認してもらうことで進捗度

合いの管理を行います。 

処理計画の評価(Check) 

 計画の進捗管理 

生活排水対策や水環境保全に関する情報の収集・提供 4 


